
加速アクションプラン個票

①実施項目 15 ②№１８ 実施状況 実施中
③加速プラン事業名
④所管課

⑤現状と課題

⑥取組み内容
⑦年度計画

⑧目標 各年度の目標値は、年度計画による。

⑨効果

村税等収納率向上対策部会の再編を行い､新たな部会の中で①～③につい
ての情報共有を図り、収納率を向上させる。

収納率向上事業

村税等収納対策

財務課

平成19年度から平成21年度ま
では集中取組期間です。

【現状】（収納課） 世界同時不況の影響により、税環境は厳しいものがある
が、安定した財源の確保と税の公平性を担保するための取組みが必要であ
る。
【課題】（収納課）納税意識の向上と相まって、コンビニ収納や口座振替制度
の普及により納めやすい環境を整備するとともに、必要に応じて徹底した調査
に基づく滞納処分を行なうことが必要である。

①進行管理及び検証　②実態把握及び分析　③普及促進活動の実施

コンビに収納等の納付機会の拡大等により、納税環境が整い、収納率を向上
させる環境が生まれる。

収納率

項目
平成18年
度実績

平成19年
度実績

平成20年
度目標値

平成21年
度目標値

平成22年
度目標値

平成23年
度目標値

平成24年
度目標値

現年 97.3 97.3 97.6 97.9 98.1 98.3 98.5
過年 18.5 19.5 16.0 19.0 20.0 20.3 20.5
合計 90.8 91.0 91.6 91.7 92.0 92.6 93.2
現年 89.9 90.6 88.7 89.2 89.9 90.5 91.0
過年 19.4 20.0 17.2 19.4 20.3 21.3 22.2
合計 70.7 71.3 66.8 67.5 68.5 69.7 71.1

平成20年度作成目標値

村税

国保税

⑩達成度

Ｈ19 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24

⑪国集中改革プラン報告項目別全体計画（対Ｈ16）※当該加速プランが含まれる項目について表記

Ｈ17 Ｈ18 Ｈ19 Ｈ20 Ｈ21 合計
15,000 25,000 56,000 64,000 71,000 231,000

全体報告値 20,000 26,000 72,000 67,000 74,000 259,000

単位：千円 5,000 1,000 16,000 3,000 3,000 28,000

【項目名】税の徴収対策

上記表のと
おり

上記表のと
おり

計画値
実績値

差額

収納率

項目
平成18年
度実績

平成19年
度実績

平成20年
度目標値

平成21年
度目標値

平成22年
度目標値

平成23年
度目標値

平成24年
度目標値

現年 97.3 97.3 97.6 97.9 98.1 98.3 98.5
過年 18.5 19.5 16.0 19.0 20.0 20.3 20.5
合計 90.8 91.0 91.6 91.7 92.0 92.6 93.2
現年 89.9 90.6 88.7 89.2 89.9 90.5 91.0
過年 19.4 20.0 17.2 19.4 20.3 21.3 22.2
合計 70.7 71.3 66.8 67.5 68.5 69.7 71.1

平成20年度作成目標値

村税

国保税

実績（収納率）

項目
平成18年
度実績

平成19年
度実績

平成20年
度実績

現年 97.3 97.3 97.5

過年 18.5 19.3 16.9

合計 90.8 91.6 91.5

現年 89.9 90.4 88.4

過年 19.4 18.3 15.7

合計 70.7 70.9 66.4

村税

国保税

項目ごとの考察

　世界同時不況の影響が心配されたが、過年度分
にやや落ち込みはあったものの、全体としては前年
並みを確保した。

　世界同時不況の影響が顕著に現れ、現年、過年
度とも前年を下回り、全体として過去最低の収納率
となった。
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加速アクションプラン個票

①実施項目 15 ②№１８ 実施状況 実施中
③加速プラン事業名
④所管課
⑤現状と課題

⑥取組み内容
⑦年度計画 ①～③について、随時検討のうえ、収納率を向上させる。

収納率向上事業

徴収管理事務

学校給食センター

【現状】（学校給食センター）学校給食費の収納取り扱いは、役場、給食セン
ターの他指定金融機関７機関及び口座振替のみの郵便局で、金融機関直接
納付と口座振替の２種類の方法により保護者選択で行っており、現在直接納
付の割合が全体の33％弱となっている。

【課題】（学校給食センター）共働きや生活様式の多様化が進む中、学校給食
費の全体の収納率が年々低下している状況において、収納率向上対策の一
つとして、夜間や休日など２４時間いつでもどこでも納付できる機会の拡充が
必要である。
　学校給食費の全体の収納率が年々低下している状況において、金融機関
直接納付より収納率の高い口座振替の利用率を更に高めていく必要がある
が、現在の２種類の納付方法は保護者の選択によることから、保護者の意識
と理解が口座振替利用率を左右する。

平成19年度から平成21年度ま
では集中取組期間です。

①口座振替えの推進　②コンビニ収納の検討　③収納体制及び方法の調査研究

収納率

項目
平成18年
度実績

平成19年
度実績

平成20年
度実績

平成21年
度目標値

平成22年
度目標値

平成23年
度目標値

平成24年
度目標値

現年 97.5 97.4 96.8 97.3 97.5 98.0 98.0
過年 9.2 11.1 7.0 6.0 7.0 7.0 7.0
合計 84.4 83.8 83.2 82.4 82.4 82.6 82.9

平成21年度作成目標値

学校給食費

口座振替え

項目
平成18年
度実績

平成19年
度実績

平成20年
度実績

平成21年
度目標値

平成22年
度目標値

平成23年
度目標値

平成24年
度目標値

納入義務者 5,358 5,290 5,248 5,268 5,268 5,268 5,268
口座振替数 3,475 3,370 3,350 3,625 3,830 4,030 4,230
普及率

平成21年度作成目標値

学校給食費

⑧目標 各年度の目標値は、年度計画による。

⑨効果

⑩達成度

Ｈ19 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24

⑪国集中改革プラン報告項目別全体計画（対Ｈ16）※当該加速プランが含まれる項目について表記

Ｈ17 Ｈ18 Ｈ19 Ｈ20 Ｈ21 合計
15,000 25,000 56,000 64,000 71,000 231,000

全体報告値 20,000 26,000 72,000 67,000 74,000 259,000

単位：千円 5,000 1,000 16,000 3,000 3,000 28,000

・口座振替推進により収納率の向上を図る。
・コンビに収納等の納付機会の拡大等により、納税環境が整い、収納率を向
上させる環境が生まれる。

【項目名】税の徴収対策

上記表のと
おり

上記表のと
おり

計画値
実績値

差額

収納率

項目
平成18年
度実績

平成19年
度実績

平成20年
度実績

平成21年
度目標値

平成22年
度目標値

平成23年
度目標値

平成24年
度目標値

現年 97.5 97.4 96.8 97.3 97.5 98.0 98.0
過年 9.2 11.1 7.0 6.0 7.0 7.0 7.0
合計 84.4 83.8 83.2 82.4 82.4 82.6 82.9

平成21年度作成目標値

学校給食費

口座振替え

項目
平成18年
度実績

平成19年
度実績

平成20年
度実績

平成21年
度目標値

平成22年
度目標値

平成23年
度目標値

平成24年
度目標値

納入義務者 5,358 5,290 5,248 5,268 5,268 5,268 5,268
口座振替数 3,475 3,370 3,350 3,625 3,830 4,030 4,230
普及率 64.9 63.7 63.8 68.4 72.7 76.5 80.3

平成21年度作成目標値

学校給食費

実績（収納率）

項目
平成18年
度実績

平成19年
度実績

平成20年
度実績

現年 96.7 97.4 96.8

過年 10.1 11.1 7.0

合計 85.2 83.8 83.2

学校給食費

　現年で0.6％、過年度分で4.1％下回った。雇用情勢の悪
化により、家計が切迫する中、給食費は税、光熱水費等よ
り後回し的に納付される傾向が強く出たものと思われる。
　今後も引き続き支払督実施と、口座振替を推進し収納率
向上に努める。

項目ごとの考察
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